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（開会 午後６時３０分） 
○事務局（飯田） 定刻になりましたので、今年度初めての東京都周産期医療協議会を開

催いたしたいと思います。 
  事業推進担当の飯田でございます。議事に入るまで進行を務めさせていただきます。 
  先生方、本日は、本当にお忙しい中、お暑い中、また診療後お疲れの中お集まりいた

だきまして、本当にありがとうございます。この日程調整におきましては、二転三転し

たことに関しまして、深くおわび申し上げます。 
  まず、委員の先生方のご紹介ですが、本来ですと全員の方をご紹介したいところなの

ですが、資料１に基づきまして、人事異動に伴う委員の交代のみをご紹介させていただ

きます。 
  産婦人科医会の代表として、町田先生には、会長というところから代表という形で、

引き続きお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 
  それから、新生児の方の宇賀委員から交代いたしまして、新生児連絡会代表といたし

まして、日赤医療センターの川上委員でございます。よろしくお願いします。 
  東京消防庁から、増田委員でございます。 
  都の保健所代表、大井委員でございます。 
  福祉保健局医療政策部長、中川原委員でございます。 
  本日、田中委員、大橋委員、竹田委員、桑江委員、本田委員、丹正委員がご欠席との

ご連絡をいただいております。 
  座りまして、次に、事務局の部長以上をご紹介いたします。 
  まず、福祉保健局技監、桜山技監でございます。 
○桜山（福祉保健局技監） 桜山でございます。新人ではないけれど、いいのですか。ど

うぞ、引き続きよろしくお願いします。 
○事務局（飯田） 引き続き、すみません。 
  次、山岸医療政策担当部長でございます。 
○山岸（医療政策担当部長） 山岸です。よろしくお願いします。 
○事務局（飯田） もう一人、医療改革推進担当部長、今、医師会の会議からこちらに向

かっておりますので、申しわけございません、おくれてしまいますので、次に進めさせ

ていただきたいと思います。 
  次に、配付資料の確認をさせていただきます。 
  ただいまの資料１に続きまして、資料２－１、地域母子医療センターの認定について

（国立成育医療研究センター）、資料２－２は、同じく国立国際医療研究センターの認

定についてです。 
  次、資料３は２枚ですけれども、周産期センター等の現況、１０月１日予定のものが

２枚ございます。 
  次、資料４でございます。周産期搬送部会における決定事項ということで、３枚つづ
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りのものがございます。 
  次に資料５、これ、両面で６ページに続きますけれども、周産期搬送コーディネータ

ー実績というものがございます。 
  次、資料６でございます。１枚でございますが、多摩新生児連携病院がスタートしま

すというプレス発表資料です。 
  次、資料７、一枚ものでございますが、周産期医療体制整備計画策定部会における検

討事項というのが１枚ございます。 
  次、資料８、これは周産期医療施設実態調査結果（概要）というもので、両面で１３

ページにわたるものがございます。 
  次に資料９、二枚ものですけれども、東京都母体救命搬送システムによる搬送事案と

して、前回２１年３月２９日に行いました周産期医療協議会以降のものでございます。 
  次、資料１０でございます。搬送システムの搬送事案（分析結果）というものが６ペ

ージにわたってございます。 
  次に資料１１、二枚ものですけれども、患者取扱実績（産科）、平成２１年度のもの

です。次のページがＮＩＣＵです。 
  資料１２、こちらは平成２２年度４月から６月までの患者取扱実績（産科）、２枚目

がＮＩＣＵでございます。 
  次に、参考資料１といたしまして、前回３月２９日の協議会の議事録になっておりま

す。 
  次、参考資料２でございます。要保護児童対策地域協議会の概要（区市町村）という

参考資料２が３枚ございます。 
  以上が配付資料でございますけれども、もし欠けているものがありましたらご連絡を

お願いいたします。 
  なお、本日の会議は、東京都周産期医療協議会設置要項第８に基づきまして、会議及

び会議に関する資料、会議録は公開となっておりますので、よろしくお願いいたします。 
  本日の終了予定ですが、おおむね８時４５分ぐらいを目標としております。 
  以上でございます。 
  では、これからの進行は岡井会長にお願いしたいと思いますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 
○岡井会長（昭和大学） それでは、２２年度の第１回東京都周産期医療協議会を始めさ

せていただきます。 
  委員の先生方には、お忙しいところご出席いただきましてありがとうございます。 
  昨年あたりは、母体救命搬送体制の問題とか、あるいはコーディネーターシステムを

つくろうというようなことで、この協議会はしばしば行われていたように記憶しており

ますが、少し落ちついたということで、今年度はきょうが第１回、昨年度の終わり、３

月にやっておりますので、大分、間があきました。しかし、その間に各部会等はありま
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したし、それから、体制整備計画の策定のための委員会等もありました。きょう、この

後それぞれ報告があると思いますが、そういうことで、きょうは、この間、半年ぐらい

あいた間の各部会の報告等がたくさんございます。先生方にもいろいろご意見をお伺い

したいと思いますが、時間が２時間ということですので、いつものように要領よく進行

にご協力くださいますようにお願いいたします。 
  それでは、最初が地域周産期母子医療センターの認定についてということで、事務局

の方から説明いただけますか。 
○事務局（梅村） それでは、資料２－１、地域周産期母子医療センターの認定につきま

してご説明いたします。 
  このたび、周産期医療情報ネットワークの参画病院でありました独立行政法人国立成

育医療研究センターが、地域周産期母子医療センターとしての認定申請がございました。 
  所在地は世田谷区大蔵でございまして、日赤医療センターがあります区西南部地域で

ございます。 
  整備しますＮＩＣＵが１５床、後方病床でありますＧＣＵは２５床でございます。 
  職員体制でございますが、新生児科専従医師として常勤９名、非常勤４名でございま

す。ＮＩＣＵ及びＧＣＵにおける看護体制につきましては、資料２－１の資料のとおり

です。 
  産科の体制でございますが、産科病床が６４床、産科担当医師が、常勤１０名、非常

勤１１名、３名の当直体制でございます。助産師、看護の体制は、資料のとおりでござ

います。 
  認定の申請内容につきましては、職員体制では医師の配置体制、それから看護の体制

及び設備等の整備についても、現地の実査も実施いたしまして、特に問題となる点はご

ざいませんでした。実績といたしましても、産科における分娩件数や新生児部門におけ

る新生児の入院数及びハイリスク新生児の対応につきましても実績などありますととも

に、こちら事務局の方で事前に審査しましたところでは、認定でき得る施設であると確

認いたしましたので、ご承認いただきたくお諮りをいたします。 
  同じく資料２－２、国立国際医療研究センターの地域周産期センターへの認定でござ

います。 
  所在地は、新宿区戸山にございまして、東京女子医科大学のあります区西部ブロック

にございます。 
  ＮＩＣＵが６床、後方病床でありますＧＣＵは８床でございます。 
  職員体制は、小児科全体医師数として常勤９名、非常勤８名、２名の当直体制でござ

います。うち、新生児専従医師が、常勤２名、非常勤３名となっております。ＮＩＣＵ、

ＧＣＵにおける看護体制につきましては、資料のとおりです。 
  産科の体制でございますが、産科病床は３５床、産婦人科医師が、常勤７名、非常勤

３名でございます。看護の体制につきましても、資料のとおりです。 
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  同様、認定の申請内容につきましても、職員体制それから設備等の整備についても、

現地の実査も行いました。特に問題となる点はございませんでした。実績としましても、

産科における分娩件数、それから母体搬送の受入、新生児部門における新生児の入院数

や対応についても実績がありますとともに、事前に審査いたしましたところ、認定でき

得る施設であると確認をいたしましたので、ご承認いただきたくお諮りをいたします。 
  続いて、豊島病院もいいですか。 
○岡井会長（昭和大学） お願いします、豊島病院の方も。 
○事務局（梅村） はい。豊島病院でございます。本日、資料はございませんが報告をさ

せていただきます。 
  ＮＩＣＵを休止中ということで、地域周産期センターの休止という形で表記をさせて

いただいておりましたが、このたび、ＮＩＣＵと新生児部門の、ちょっと体制の確保が

厳しいということから、地域周産期母子医療センターの認定を取り下げる旨の届け出が

ございました。これにあわせて、２４時間体制でのミドルリスクの妊産婦及び新生児に

対応すべく、周産期連携病院としての指定の申請がございました。今後、１０月１日付

で、周産期連携病院への指定に向けて、都の医師会より推薦もいただく予定となってお

ります。 
  資料３でございますが、この認定の承認をいただけるようでございますれば、資料３

の１０月１日予定の都内の周産期母子医療センター等の現況の形になります。成育医療

研究センターと国立国際を地域周産期に含めまして、区部で総合が９施設、地域が１０

施設、区部の合計で１９施設になります。多摩地域では、総合が２施設、地域が２施設、

合計４施設。都内合計２３施設となります。これによりまして、１０月１日時点におけ

ますＮＩＣＵの病床は、２４９床、Ｍ－ＦＩＣＵは９１床となりました。また、周産期

連携病院は、区部で６施設、多摩で４施設の１０施設となります。 
  次の資料がその配置図となっております。 
  以上でございます。 
○岡井会長（昭和大学） ありがとうございました。 
  それでは、ただいまご説明いただいた事項に関しまして、成育医療センターと国立国

際病院を地域周産期センターに認定する件、それから豊島病院は、地域を取り下げて、

連携病院という形でこれからネットワークの中に入っていただくという、この３件につ

きまして、ご質問とかご意見とかございますか。よろしいですか。 
  確認ですけれども、成育医療センターとか、それから東大病院もですが、国立は前は

入らないということだったのですか。それがどういう、何というのですか、法律ではな

いでしょう、申し合わせか打ち合わせか、何かそんなようなことでそこの状況が変わっ

たというふうに理解していいのですか。ちょっと説明してくれますか。 
○事務局（飯田） これは、別に東京都がどうのこうの、国がどうのこうのというわけで

はなかったのですけれども、国立病院または国立の大学病院は、いわゆる東京都だけで
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はなく、日本全体を見ることであり、東京都のみのネットワークに入るというのはどう

かというご議論もあったと聞いておりまして、従来から東京都の患者さんを受け入れて

くれないとか、そういうことではなかったのですけれども、このたび、独法化というこ

とで、東京都のネットワークに入り、地域医療も強化していただけるということですの

で、ぜひ、この地域周産期センターになっていただいたというところでございます。 
○岡井会長（昭和大学） はい。ありがとうございました。 
  国のお金でできている病院だから地域のネットワークに入らないという考え方そのも

のがおかしいのですが、けど、かつては、なかなかそういう考え方で国立は入っていな

かったのですけれども、独法化したということで入りやすくなったということですね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） いいですか。 
  一つ質問なのですけれども、いわゆる、先ほどの、規則で地方のお金が国立には払え

ないというのがあったのだと思うのですが、それはどうなのですか。独法化したから払

えるようになったと。 
○事務局（飯田） 独法化すれば払えると思うのですけれども、今回、地域になったとこ

ろで、国の方から、もう周産期センターとしての運営的な補助をもらっているというこ

とで、二重にもらえないということで、この２病院からはご辞退をいただいております。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） いや、最初の質問の、もともと地方自治体が国に

お金を、補助金を払うことができるかどうかというのは、規則上どうなのですかね。 
○事務局（飯田） 総務省の協議を必要とするのですけれども、原則的にできない。場合

によっては総務省の協議があるというふうに聞いております。 
○岡井会長（昭和大学） わかりました。その辺はその辺で、また専門家できちっと整理

をしてほしいと思いますが、そんなことは関係なく、地域の医療を担う病院としては一

緒にやってもらいたいということで、入ってこられることはいいことだと私も思ってい

ます。 
  何か。お願いします。 
○杉本委員（日赤医療センター） 今の国立の施設で、これは本質的なことではないので

すけれども、区分が民間の中に入っているのは少し違和感があるのですよね。 
○岡井会長（昭和大学） 都ではない、都立ではないということで。 
○杉本委員（日赤医療センター） 多摩の地域の町田市民病院は、公立と書いてあるので

すよね。この辺、少し、もうちょっと整理が要るのかなというように思いますので。 
○岡井会長（昭和大学） 都の行政的な感覚があらわれていると言えばいいのかな、これ。 
○杉本委員（日赤医療センター） 少し検討が要るのかなと思うので、よろしくお願いい

たします。 
○岡井会長（昭和大学） はい。要するに、都立であるかどうかどうかみたいな。国立も

都立ではないという意味で民間に入ってしまったのですね。でしょう。 
○事務局（飯田） そうです。都立でも、例えば市立みたいなところでもない独法化とい
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うところだったので、ちょっとその辺、先生、考えてみます。独法とか、また別の。 
○岡井会長（昭和大学） はい。僕は余りこだわる必要はなくて、一緒に、とにかく機能

を十分発揮してもらえるようにというふうにうまく組んでいけばいいと思います。お金

の問題は別に整備する必要がありますが。 
  それから、次は豊島病院ですが、これも確認事項なのですけれど、この周産期連携病

院というのはどういうふうな定義になっていましたっけ。 
○事務局（飯田） ＮＩＣＵ等は必要としないですけれども、ハイリスクの妊産婦に対応

し、２４時間体制で――ハイリスクというかミドルリスクですね、ミドルリスクの妊産

婦の緊急治療を行うというところで、産科、小児科、麻酔科が常に当直まではオンコー

ル体制を敷いているというのが大きな条件になっております。 
○岡井会長（昭和大学） その条件は満たしているわけですね。 
○事務局（飯田） はい。 
○岡井会長（昭和大学） 連携病院の中には、母体救命搬送の方で、母体の対応をしても

らうということで連携に入ってもらった病院はなかったでしたっけ。 
○事務局（飯田） どちらが先かという議論はあったかもしれないのですけれども、例え

ば、救命救急のあるような、また救命救急センター的なものができる、多摩地域の、例

えば多摩永山だったり、公立昭和だったり、青梅市立は…… 
○岡井会長（昭和大学） どちらかといえば、母体の方の救命を助けてもらうということ

で連携病院に入ってもらっているのですよね。それ以外に、今、飯田課長が言われたよ

うな形のもあるということですよね。どちらも連携病院と周産期連携病院というくくり

の中に、要するに二つのタイプというか、少なくともこちらの期待する役割として２種

類のものが入っているということですね。 
  それでよろしいですか。豊島病院に――その地域周産期センターになる基準はちょっ

と満たせないのですがということで、ネットワークの中で活躍してもらいたい。この周

産期連携病院の方に入ってもらうということです。 
  皆さんにご承認いただければ、今の三つの病院の件に関しては、ご承認いただいたと

いうことにしたいと思います。 
（了承） 

○岡井会長（昭和大学） それでは、ありがとうございました。 
  次の議題がコーディネーターの件ですね。先ほど申しましたようにコーディネーター

の方の部会も非常に活発に活動してくださいまして、そちらからのここまでの活動状況

とか――ちょっとその前に、前に報告していただいた体制を、また少し変更するとかい

う件もあったと思いますが、そのところをあわせてご説明願えますか。 
○事務局（飯田） では、資料４をごらんいただきたいと思います。こちらの方が、今後、

コーディネーターの機能を強化するということと、もう一つは、先生方にご協力をいた

だくという二つのものでございます。 
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  まず１番目の業務マニュアル、コーディネーターの業務マニュアルのさらなる改善に

つきまして、まず一つ目、総合周産期センターのブロック内調整機能ということでござ

いますけれども、今までは、各ブロックの総合周産期センターは、自分のところで受入

が不可能な場合は、そのブロック内を調整していただくというのが原則でございます。

しかしながら、ブロック内の調整が不能な場合、ブロック内で受入先が見つからない場

合に、コーディネーターにお声をかけていただくというのが今までの基本的なルールで

ございましたけれども、今般この搬送部会の議論に基づきまして、総合周産期センター

によるブロック内の調整は必須とするものではなく、総合周産期センターがブロック内

調整も含めてコーディネーターに依頼することができるというふうに変えました。した

がいまして、周産期搬送コーディネーターがブロック内も含めて調整させていただくと

いう機能強化になります。しかしながら、多摩地域におきましては、もう既に杏林大学

の助産師コーディネーターが非常に力強くやっていただいておりますので、当面の間こ

れは継続していただきたいので、多摩地域には現行の手順を継続いたします。しかしな

がら、総合周産期センターは従来どおりですけれども、自区内ブロックの事案で全都的

に搬送先が見つからない場合の、本当に最終的な受入の機能を担っていただくというの

を強調させていただきました。 
  ２番目でございます。一般通報、１１９番通報のときの選定先ですけれども、従来は、

１１９番案件につきましては、コーディネーターは事案発生場所にある総合周産期セン

ターにまず受入要請を行っております。その総合周産期センターで受入不能な場合は、

ほかの地域なり連携なり、直近から搬送先を探してきたというのが今までのやり方でし

たけれども、今後は、原則はこれまでどおり総合周産期センターに受入要請を行います

けれども、妊産婦さんの緊急度や週数を勘案しまして、直近の医療機関等を優先して選

定した方がよいと思われる場合には、まず、総合ではなく近いところ、また週数が、例

えば３７週とか３６週の場合は、何も総合にのみお願いするのではなく、直近の連携病

院などにもお願いしていくことも可とするというふうにさせていただきたいと思います。 
  次、多摩当番でございます。多摩地域内に搬送先の選定が困難になった場合に、輪番

制で区部の総合周産期センターが多摩当番を担っていただいております。今般４月に都

立多摩小児総合センターが総合に指定されて、多摩の医療を担っていただいているので

すけれども、やはり多摩地域からの依頼はそんなに劇的に減っていないということもか

んがみまして、今後も区部の総合周産期センターの輪番制による多摩当番は継続してい

きたいということでございます。特に、先ほどの１でご説明したとおり、どうしても見

つからない場合は、お願いすることになろうかというふうに思っています。 
  もう一つ、協力要請事項でございますけれども、院内他科との連携です。妊産婦さん

の内科的と思われる疾患、例えば腹痛であるとかそういう場合に、それは主症状が消化

器だから産科ではないのではないかというような場合に、選定をする場合に、コーディ

ネーターはちょっと悩ましいときがございます。それから、産科医師に搬送受入を依頼
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してから、お時間がかかってからご回答いただく場合もございますので、窓口がどちら

かという、そういう議論に非常に時間をとられるのもいかがなものかと思いますので、

協力要請事項といたしましては、妊産婦にかかわる搬送については、仮に内科症状を主

訴とした場合であっても、妊産婦さんの窓口はぜひとも産科にお願いしたいということ

を周産期センター等に依頼してよろしいかというところが１点でございます。 
  もう一つＦＡＸの送付ですが、後ほど実績もご説明いたしますけれども、やはり２

５％ぐらいは、まだＦＡＸが送られてこない場合もございますので、ぜひとも、今後と

もＦＡＸ送付で、患者様の情報提供にご協力いただきたいというのは、送り元、また、

そういう関係部署にお願いをしていきたいということでございます。 
  以上が搬送部会による決定というかご意見をいただいたもので、次のページ、これが

転院搬送の図柄でございます。 
  この左側の図柄からいきますと、産科クリニックがいつも日常的に連携している病院

に要請してだめな場合は、ブロック内の総合周産期センターにかける。総合周産期セン

ターでは、自院での受入が難しい場合はこちらのブロック内調整をすることは必須では

なく、コーディネーターにそれもお任せするという、この点線の方をコーディネーター

にもお任せするというのが、今後の発展的な案でございます。 
  次のページでございます。これが１１９番通報の場合の絵柄でございますけれども、

こちらは、救急隊から各消防本部を通じまして、コーディネーターに依頼があります。

コーディネーターは、今までは直に発生したブロックの総合周産期センターにかけてい

たということですけれども、この左側の点線の②′の受入要請、いわゆる何も総合だけ

ではなく、ほかの周産期連携病院であったりとか地域周産期センターにも一番最初にお

声をかけるというようなバイパスをつくったというようなのが一般通報の変更点でござ

います。 
  このような搬送部会のご意見をいただきまして、変更していきたいというふうに思っ

ております。 
  その参考資料といたしまして、先生、資料５の実績もあわせて…… 
○岡井会長（昭和大学） 実績は、ちょっと後にしましょう。実績は後でご報告いただく

として、今までの点に関しまして、ご質問とかご意見をお伺いしたいと思います。 
  いかがですか。変更点、先生から追加で説明がございましたら、お願いします。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 一応、搬送部会の方を担当させていただきまして、

その搬送部会の方で決まったことを、きょう、協議会の方に諮らせていただいておりま

す。 
  東京都のこの搬送コーディネート作業なのですけれども、昨年の８月３１日にスター

トしたので、ちょうど１年ぐらいということになります。東京都でコーディネート作業

を始めたのは決して全国に先駆けてというわけではなくて、神奈川県だとか千葉県だと

か大阪だとか札幌市だとか、そういうところで既に始まっておったわけですけれども、
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この東京都のコーディネートのシステムというのは、そういう、既にやっておられたと

ころに比べ、圧倒的にパワーもあるし、しかもコーディネーターの方が専門家でもある

し、それから、場所も消防の指令室という、非常に強固な形でスタートしました。１年

間やってきて、今であれば、もう多分、全国で一番パワーもあるし、進んだシステムの

コーディネート作業というふうになったと思います。今回、いろいろ、まだ不十分なと

ころがあると思いますので、できるところをまず機能を強化しようということで、部会

の方で決めさせていただきましたので、かなり、これでまた機能的には強化され、施設

の先生方の負担が少なくなり、しかも適切に時間を短縮して搬送できるのではないかと

いうふうに考えております。 
○岡井会長（昭和大学） ありがとうございました。 
  今、中身について飯田課長からご説明があったとおりですが、総合周産期センターに、

まずはとにかく問い合わせて、それから総合周産期センターが探して、自分のブロック

で見つからないときにコーディネーターというのをやっていたのですが、周産期センタ

ーというのはやっぱり患者さんを診るのが仕事なので、病院探しが仕事ではない。それ

でコーディネーターを置いたわけですから、一気にはいかなくても、なるべく総合周産

期センターの負担、例えば夜間の当直医に、病院探しという負担を減らすということで

は、今回の決定は一歩前進になります。またさらに前進することもあるかと思いますが、

今のところは、とにかく一たんは総合には電話するけども、総合は、自分のところが今

帝王切開して忙しければ、コーディネーターにお願いしますよと振ることができる。今

までは、とにかく一たんは自分のところで探してくださいという話だったのですね。 
  よろしいですか、これは。 
  あともう一つは、多摩当番はそのまま続ける。連絡をするのも、総合以外に直近に連

絡してもいい。これも当然いいと思いますが、ちょっとディスカッションになるかもし

れないと思っていたのは、内科的な症状を訴えている妊婦さんの場合に、どこに持って

いくかと。これはコーディネーターの方なんかが苦労されると思うのと、それから、産

科の医師も、これは内科疾患じゃないか――例えばおなかが痛いと言っているけどこれ

はアッペじゃないか――アッペというのは虫垂炎じゃないかと思ったときに、うちじゃ

ないですよ、内科へ聞いてみなさいということがあるのですね。 
  ところが、内科の方も、おなかに赤ちゃんがいるとどうも気持ちが悪いと。まずは産

科で先に診てくれみたいな話になって、そのために患者さんがなかなか行くところが決

まらないで、本当に診療してもらえるまでに時間を費やしてしまうとかですね。そうい

うことで患者さんに迷惑がかかっている。 
  ですから、取り決めとして、とにかくまずは産科で診てくださいと。産科が窓口です。

それで、あ、これは内科的な病気だと思えば、自分の病院で内科と連携をよくしておい

て、きちっと内科の先生に来てもらうなり送るなり、それはやってください。しかし、

病院間の搬送では、産科か内科かわかりませんからちょっと待ってくださいよと、それ
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で探していて、返事するまでに２０分も３０分もかかったりすることがあるので、その

無駄をなくそうということですね。ですから、産科側でとにかく受けてください、中の

調整は自分たちで迅速にうまくやってくださいと。そういうお願いをこの協議会から各

施設にしたいということなのです。 
  先生方から異論がなければ、そういうふうに実行に移させてもらおうと思いますが、

よろしゅうございますか。 
○大井委員（都保健所長会） ちょっとよろしいですか。ちょっと申しわけない、一つ前

のところなのですけれども。 
  この新しい改定をすると、改正案、現状から、このブロック内調整というところです

ね。ここを変えると、今のお話の中では、現場の方は非常に調整の手間が省けるという

ことでご説明があったのですけれども、実際のこの受ける患者さん側のメリットという

のはあるのでしょうか。それがあるのであれば、今その説明がなかったので、教えてい

ただければと思います。 
○事務局（飯田） そんなに明確ではないのですけれども、総合の先生がお忙しい中でブ

ロック内を調整するというのは、相当労力がかかってしまって、かえって時間が…… 
○大井委員（都保健所長会） それはわかりますが、ただ、患者さんにとってのメリット

があるのかないのかというところの方がより重要なわけですから、まず患者さんにデメ

リットがないという説明がなければ、それはここの会として、はい、それでいいですよ

ということにはならないと思うので、患者さんにデメリットがない、搬送時間が延びる

ことはないのだという説明がやはり必要なのじゃないでしょうか。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） いいですかね。多分、そのブロック内で調整する

というのは、一つは、近いという因子があるはずなのですね。ですから、そういう意味

では、ブロック内で確かに決まった方が近くに行けるというメリットがあるわけですけ

ども。でも、今回やろうとしているのは、ブロック内の調整を総合でやらずに、コーデ

ィネーターの方がやっていただくことになるので、当然、コーディネーターの方は、ま

ず近くを探されますので、そういう意味では、より多くの情報を持って、しかもプロの

方が探されるので、遠くになるとかいうデメリットはなしということになりますね。 
  それから、時間的にもより多くの情報を持っておられますので、それも短縮される可

能性があるので、少なくともコーディネーターの方がやったからといって、患者さんに

大きなマイナスというのは生じないというふうに思います。 
○岡井会長（昭和大学） どうぞ。 
○中林委員（愛育病院） よろしいですか。私も、今のお話の追加なのですけれども、実

際にコーディネーターをやってみると、救急隊員と産科専門医の間に助産師という専門

家が入ったために、大変適切に搬送していただいています。そのために時間的にも大変

短縮されて、トラブルがそれからは少ないですね。とても少なくなっているので、非常

にいいシステムだと思います。 
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  ですから、これからは、そのコーディネーターの教育をよりしっかりしていただき、

そして、さらには広域のコーディネートをしていただきたい。後でどこでディスカスす

るのかわかりませんが、９月の産婦人科医会関東ブロック協議会で、話し合いをしたと

きには、神奈川とか埼玉とかで、そこでどうしても受入れできないときに、東京都にコ

ーディネートをお願いできると大変助かるので、ぜひお願いしてくださいと、私、頼ま

れましたので、そういう方向に今後発展していくようにしていただくと、この近隣の大

変困っている神奈川とか埼玉の先生方も助かります。また、そこもそれぞれコーディネ

ーターシステムを持っていますので、コーディネーター・コーディネーターということ

ができるようになると、大変いいんじゃないかと思います。 
  その点、東京都は、他見からうらやましがられるくらい良いシステムをつくり、助産

師がこれをやっているために、大変効果的に動いているというふうに思います。 
○大井委員（都保健所長会） 患者さんの方に、搬送される方にメリットがあるというこ

とであれば、問題ないというふうに思います。 
○中林委員（愛育病院） そう思いますね。 
○岡井会長（昭和大学） 理論的には、コーディネーターは病院探しの専門家ですから、

周産期センターの医者が探すよりはよっぽど早くいいところを見つけてくれるだろうと

思います。 
  よろしいですか。中林先生が言われた県境を越えた患者さんの搬送の件については、

ちょっときょうは議題になっていないので、もし最後に時間が余りましたら、またその

ことを必ずお話をさせてもらいますが、よろしいですか。 
○杉本委員（日赤医療センター） 患者さんのメリットということでご質問がありました

けれども、やはり搬送先選定に時間を要しないということの一番原則が、このシステム

で非常に円滑に行っていると。最終的には、後でこの実績報告があると思いますけれど

も、まだまだこのコーディネーターは余力があるというふうに思います。ですから、最

終的な形としては、病院が搬送先の選定を探すのではなくて、すべてコーディネーター

に依頼して、コーディネーターが調整をするという形に持っていけるのが理想だと思う

のですね。だから、そこへ、目指す一過程として今回の改正案が出たというふうにとら

えていますので、そういうふうにご理解いただきたいと思います。 
○岡井会長（昭和大学） はい。よろしいですか。 
  それからもう一つ、協力依頼のところで、先ほども申しました窓口を産科ということ

で各病院にお願いする。そこでもめないでくださいということですね。時間をそこでと

らないでくださいということをお願いする。よろしいですかね。 
  それと、あとは、ＦＡＸで情報。これは、医会の先生にお願いすることになるのです

かね。町田先生、どうぞよろしくご指導のほどをお願いします。 
  はい。じゃあ、この件は、よろしければ、実績報告の方に移りたいと思います。 
  では、飯田課長、お願いできますか。 
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○事務局（飯田） では、資料５をお願いいたします。 
  資料５でございますけれども、ちょうど１年と１日、８月３１日から８月３１日、３

６６日間の実績がまとまりましたので、ご報告いたします。 
  一般通報が２００件、転院搬送が２３５件で、トータル４３５件です。１日平均１．

２ぐらいということでございますので、先ほど杉本先生がおっしゃったように、まだ余

力があるというところでございます。 
  時間帯でございますけれども、転院搬送、若干色が薄い方は、クリニックがやってい

る午前・午後が多いのですが、一般通報は夜・夜中に多いように見受けられます。 
  曜日ですが、転院搬送は月曜日と金曜日に多いのですが、色の濃い一般通報は土曜日

や休日が多く見受けられました。 
  次のページでございます。ブロックの依頼元ですね。どこからコーディネーターの方

に電話がかかってくるかというところでございますが、圧倒的にやはり多摩が多いのが

現状でございます。受け入れていただいたところは、色が薄いところですけども、区部

が多くなっているというところです。 
  ５番目ですけれども、これは１１９番通報の件数ですけれども、これは大体自分のブ

ロック内で受け入れていただいているというのがわかります。なお、１１９番通報の多

いブロックは、区中央部、区西北部、多摩というところが多くなっております。 
  ４番、５番とも、他県に送られているものがございますけれども、特に一般通報の場

合は、かかりつけ医さんが他県であったので、そちらに行ったというようなことでござ

います。 
  受入施設の種別ですけれども、やはり総合周産期センターが一番多く受けていただい

ております。次に、地域、ネットワークというような順番になっております。 
  どういう方が運ばれるかということでございます。患者様の種別ですけども、母体搬

送が圧倒的に多く、３９０件ございます。新生児搬送は７件と少なかったのですが、母

児両方というのが３８件です。こちらの方は、１１９番通報あったときはお一人だった

のですけれども、救急隊が行くとお二人になっているという場合とか、車中分娩であっ

たりとかいうことでございます。後で詳しくお話ししますけれども、この３８件のうち

２８件は、未受診の妊産婦さんでございました。 
  次に、母体の年齢でございます。色の若干濃い一般通報は、どちらかというと若い人、

２０代に多いように見受けられる。転院搬送におきますと、やはり出産数が多い３０代

に多く見られました。 
  妊娠週数です。２４週から３３週が多いように見受けられております。こちらの方々

は、どちらかというとＮＩＣＵも必要というふうに、我々搬送調整をしております。 
  次のページでございます。転院搬送になった理由でございますけれども、切迫早産が

約半分、前期破水が約４分の１ということです。 
  先ほどのＦＡＸの送付の有無でございますが、半分以上ＦＡＸをちょうだいしている
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のですけれども、「無」という方が２５％ありますので、ぜひこの「無」をより少なく

していきたいというふうに考えております。 
  次、一般通報の初診時の診断名ですけれども、切迫早産、陣痛、そして分娩してしま

ったというようなものが、一般通報では多くなっておりますので、転院搬送と若干様子

が違います。 
  ５ページ目、特に未受診の関係でデータをまとめましたけれども、かかりつけ医で対

応が困難でありました一般通報の２００件ですけれども、その４０％が未受診というこ

とでございました。あとは、遠いところからいらっしゃっていたとか、クリニックに電

話したけど受入不可だったり、ビル診など夜間・休日対応なしというのもございました

が、未受診４２％、それは件数でいくと８６件でございます。このうち１８件は、当該

妊娠で一度は産婦人科の受診歴があるのですけれども、一、二度はあっても、その後ナ

シのつぶて状態というような方でございます。 
  未受診の搬送は、月別に見ますと、なぜか１２月が多かったのですけれども、母・児

ともが、ことしの５月が多いというところです。 
  未受診者の年齢ですけれども、こちら、１４歳以下も２例ありましたし、１０代が多

い。それから、若手、２０代も多いということで、一般の妊産婦さんから比べると、非

常に若手が多くなっております。 
  次、裏側ですけれども、未受診の妊娠暦ですけれども、やはり初産が約半分ありまし

たが、中には６経産、８経産という経験豊富な妊産婦さんもいらっしゃいました。 
  次、発生場所ですけれども、ほとんど自宅で分娩なりをしたというのが多いのですけ

れども、やはり都会の特徴でしょうか、ウィークリーマンションであったりとか漫画喫

茶であったりとか、そういうところから１１９番通報があることもございました。 
  発生場所のブロックですけれども、多摩が一番多く、次に区西北部が多いという状況

でございます。 
  傷病名ですけれども、陣発が３２件、分娩が３３件でございます。この年齢層を見ま

すと、陣発は、どちらかというと３０代、２０代後半といって、ちょっと年齢が高くな

るのですけれど、分娩してしまったというのが、非常に若く、１４歳未満で２例、１５

歳から１９歳で１０例というふうに、若手が分娩に至ってしまっているようでございま

す。うち、１４歳以下ですと、１４歳の方が、例えば小児科のクリニックに行ったので

すけれどもそちらのお手洗いでという場合とか、１３歳のお子様がご自宅のお手洗いで

ということで、びっくりしたお母様が１１９番通報をしたとか、そういう状況もござい

ます。そういうような未受診の方の育児などには、やはり今後課題があるであろうとい

うこととか、場合によっては虐待の可能性なども考え得るということで、そういうお母

さん方に関しましては、ちょっと参考資料２をごらんいただきたいと思います。 
  一番後ろなのですけれども、こちらの方の事業は、少子社会対策部の家庭支援課が取

りまとめておりまして、本来、行っているのは、区市町村の事業でございます。法的な
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推移はいろいろあるのですけれども、やはりこういうお子さんとお母さんへの支援をす

るということが目的で、要保護児童対策協議会というのが設置されております。 
  協議会の概要というのが右側の上に書いてありますけれども、設置主体は地方公共団

体で、東京都の場合は区市町村等です。 
  対象の児童は、要保護児童・要支援児童・特定妊婦ということで、今回特定妊婦が入

っております。要保護児童というのは、保護者に監護されるのが不適当と思われる者、

それから要支援児童というのは、養育を支援することが特に必要な者ということでござ

いますので、先ほどの１０代前半のお母さんなどの子どもはこういう対象になり得ると

思っております。また、特定妊婦と言っていますが、出産前から特に支援が必要な妊婦

さんでございます。こちらの方々へ、事業の内容といたしましては、要保護児童等の適

切な保護のための情報交換なり、支援内容に関する協議を行うということでございます。 
  その支援内容を行う主な構成員というのが、右下でございますけれども、国・地方公

共団体といたしましては、特に児童福祉を主管する部局、福祉事務所なども含めた保健

所・保健センター、それから法人、医療法人。そして、その他、民生などの方々が、そ

のベビーとお母さん、特定妊婦に関して、どのような支援が必要かというのを検討する

部局でございます。 
  先生方のほうから、もしこちらの方に案件がございましたら、子供家庭支援センター

が各区市町村に設置されておりますので、そちらの方にお電話いただければと思います。

この次のページから、各区市町村の子供家庭支援センターの連絡先を添付しております。

ですので、先ほどの未受診だけではないと思いますけれども、そういう課題のあるベビ

ーなりお母様に関しましてはこういう福祉的なサポートがあるということを、あわせて

ご紹介しておきたいと思います。 
  以上でございます。 
○岡井会長（昭和大学） ありがとうございました。 
  ただいまご報告いただいた実績につきまして、ご質問等あればお願いします。 
  どうぞ。 
○細野委員（日本大学） 日本大学の細野ですけれども、ちょっと１点、確認なのですけ

れども、新生児の一般通報の場合に、これ、周産期センターに連絡がなくて救命センタ

ーに入る例が、日本大学の場合、ことしの８月にもあったのですけれども、全例新生児

の場合は周産期センターに連絡が行くように、消防庁ではなっているのでしょうか。そ

れとも、自宅で調子が悪くなった、自宅分娩で――まあ、助産師さんがやって、自宅分

娩で、８月にあった例は日齢２に心肺停止になった例があって、それが救命センターに

連絡があって、救命センターの方からＮＩＣＵの方に連絡があったという事例もあるの

ですけれども、その辺のところはどのような分け方をしているのでしょうか。 
○増田委員（東京消防庁） いや、周産期案件につきましては、コーディネーターを通し

てというのが原則になっておりますけれども。 
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○細野委員（日本大学） そうすると、今度９月１日から子ども救命が始まりましたけれ

ども、その辺の新生児というののくくりは、どこまでを周産期センターに依頼して…… 
○増田委員（東京消防庁） 周産期は、妊娠２２週からですね。 
○細野委員（日本大学） 生後２８日までの自宅にいる子は――自宅で調子が悪くなった

子は、周産期センターの方へ連絡が行くというのが消防庁のくくりになっているのでし

ょうか。 
○増田委員（東京消防庁） いや、それは、自宅、屋外とかそういうものは問いませんで、

対象の傷病者さんの年齢・週数によって決まるということでございます。 
○細野委員（日本大学） もう、一たん産科を退院されて、自宅に戻った子で調子が悪く

なった者も、全部、周産期センターに依頼が来ると。 
○増田委員（東京消防庁） その、生後…… 
○細野委員（日本大学） ２８日までは。 
○増田委員（東京消防庁） ２８日までは。そうです。 
○細野委員（日本大学） そういうことですか。 
○岡井会長（昭和大学） そういう取り決めがちゃんとできているのですよね、消防庁の

中に。だから、そのケースは、取り決めがあったにもかかわらず、何かの間違いで救急

センターに行ってしまったのだよ。 
○増田委員（東京消防庁） ちょっと、すみません、具体的な内容は、ちょっとイレギュ

ラーなあれかと思います。ちょっと、後でお聞かせくださればというふうに考えており

ます。 
○岡井会長（昭和大学） 取り決めはできていると。本来、周産期センターに連絡が入る

べきことに、約束事にはなっていると。消防庁内ではそれをもう一度確認していただい

て、その案件で、先生、どうしても信じられなかったら、個別に調べてもらってもいい

と思いますけれど。 
○細野委員（日本大学） あと、今２８日と言われたのですが、一般的な周産期センター

は、産科を退院した子は余りとらないというのが内規になっているのですけれども。 
○岡井会長（昭和大学） 新生児として取り決めてもらっている？消防庁の方に。 
○事務局（飯田） 確かに周産期の定義としては、妊娠２８週から、新生児は７日間とい

うのが一応周産期の間隔なのですけれども、確かに、先生、一度退院なさった新生児に

関しては、例えばぐあいが悪くなってもＮＩＣＵに戻るということはほとんどないとい

うか皆無に等しいので、そういう場合は小児の方にお願いする場合があろうかというふ

うに思います。ただ、コーディネーターの方で今まで新生児搬送といいますと、どちら

かというと、もう、産科のクリニックからぐあいが悪くなったとか、そういう案件しか

扱っていないので、一度退院したベビーは、まだちょっと扱った経験がないというのが

一つございます。 
  それから、１１９番通報がありますと、コーディネーターは１１９番を扱う管制員の
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前に座っておりますので、情報交換しながら、技術的なサジェスチョンもしながらやっ

ておりますので、また、先生、個別の齟齬がございましたらぜひご連絡いただいて、消

防庁の方とも調整していきたいと思います。 
  なお、未受診の特徴の１枚目のパーセントですけれども、実に４２％と書いてあるの

ですが、４３％の間違いでございますので、これ、公表、インターネットに載せるとき

には、訂正して搭載したいと思います。大変失礼いたしました。 
○岡井会長（昭和大学） どうぞ。 
○中林委員（愛育病院） よろしいですか。この要保護児童対策ですけれども、これは、

私どもでも確かに未受診とか、１０代の妊娠・出産に関しては、医師の方でも注意すべ

きなのですが、たしかこれは、「こんにちは赤ちゃん事業」で、かなり保健師の方々が

巡回するようなシステムになっていて、その中でハイリスクということがあれば、しか

るべき対応が行われるようなシステムになっているかと思うのですが、東京都ではそれ

が完全に行われているのですが、さらに我々の方から、ダブルチェックという意味で、

連絡してくださいということなのでしょうか。その辺りの意味がよくわからなかったの

ですが。 
○岡井会長（昭和大学） 中林先生の質問は、もともと要保護児童に当たるような人は、

東京都の何らかの所管の部署で把握していないのかということですよね。 
○中林委員（愛育病院） そうです。 
○杉本委員（日赤医療センター） このリストを出していただいたのは、前の産科部会の

ときでしたね。未受診妊婦が非常に社会的ないろんなリスクが高いということで、入院

したときに、今は病院としてはそういう社会的調整機能は持ってはいないので、ソーシ

ャルワーカーを窓口として、こうした支援センターに一報することによって、病院から

退院した後あるいは入院中の、未払いの問題も含めて、すべてサポートをしていただく

という体制に結びつけるということが必要なので、そういう、地域ごとに支援センター

があるんなら、そうしたリストを一応教えてほしいということの要望を前回ちょっとい

たしましたので、それで今回こうしたご回答がいただけたのだと思います。 
○中林委員（愛育病院） 意図はわかりました。 
○岡井会長（昭和大学） こういう対象になる人を取り扱った場合は、リストをもらって

いる各市町村の支援センターに連絡をしてくださいということも、さっきの要請事項が

ありましたので、その三つ目に加えて、各施設にお願いしましょうよ。分娩取り扱いセ

ンターなんかもそうだけど。 
  ただ、中林先生が言われたのは、こういうの以外に、もともと…… 
○中林委員（愛育病院） 本来的にはこんにちは赤ちゃん事業という形で、産後の方はチ

ェックされると思うのですが…。 
○岡井会長（昭和大学） ええ。別の所轄の部門でそういうことをちゃんと把握している

ところがあるのではないかという話なのですけれど。 
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○事務局（飯田） こんにちは赤ちゃん事業ですと、もう母子手帳をもらった方が対象に

なってしまうのですけれど、未受診の方は必ずしも母子手帳をお持ちでないので。 
○岡井会長（昭和大学） その前。なるほど。 
○事務局（飯田） 対象がちょっと、ベン図を描くと重ならない場合があろうかと思いま

す。 
○岡井会長（昭和大学） はい。ここで初めて、そういうようなことの対象であるという

ことが、わかる人がいるということですね。 
○中林委員（愛育病院） 補完する意味ですね。わかりました。 
○岡井会長（昭和大学） はい。お願いします。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） いいですか。この搬送コーディネート事業を始め

たのは、当然、もともとはハイリスクの妊婦、あるいは新生児の施設間転送をよりスム

ーズにしようということで始めたわけですけども。当然こういう主たる目的とはいえ、

緊急に自宅でいろんなトラブルを起こされる方も対象ではあったのですけれども、でも

１年間やってみると、実は全く未受診の方が、ですから６８件あるのですよね。この方

は全く、一度も産科に行っておられないと。 
  もちろん、こういう方を適切に施設に収容するのがコーディネート作業であって、も

ちろんそれは大きな目的なのですけれども、ただ、これを、コーディネートをうまくや

ることによって、こういう妊婦さん、未受診の方をうまく搬送させるというのも、実は

本来の目的ではありませんの。やはりこういう妊婦さんがそれなりの健診を受けて、そ

れなりの社会的な保護のもとに、子どもも、これ、非常に重症になりますので、そうい

うことができるようにしていただきたい。その中の一つが、きょうご紹介いただきまし

たこういう要対協だったかなと思います。要対協という制度は、我々もよく知らなかっ

たので、ぜひこういう制度を活用していただきたいと。 
  具体的には、実は女子医でも、いわゆる漫画喫茶のようなところで生まれた方もいら

っしゃいまして、やっぱりそういう方に関しては、こういう事業をぜひ適用させていた

だいて、コーディネート作業以前に、やっぱり何か防止できるものがないかなという、

そういう提言であります。 
○中林委員（愛育病院） いわゆる副効果的に出てきたということですね。ありがとうご

ざいました。 
○岡井会長（昭和大学） どうぞ。 
○増田委員（東京消防庁） すみません。先ほど細野先生のご質問につきまして、ちょっ

と、私、間違って答えておりまして、根本的に間違えておりました。こういう周産期コ

ーディネーターの搬送システムに乗ってくるのは、子どもの場合は７日までということ

で、それを過ぎた子については、例えば現場に救急隊が呼ばれまして、その子が重症だ

と判断されると、それは直近の救命センターにまず搬送することになります。 
○細野委員（日本大学） ７日以内までは原則ＮＩＣＵ。 
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○増田委員（東京消防庁） そうですね。はい。退院するまでですね。 
○細野委員（日本大学） 自宅で分娩しても、自宅にいる子は、日齢３とかでは、それは

もう、やっぱり救命センターへ行っちゃうということ。 
○事務局（飯田） 自宅で…… 
○岡井会長（昭和大学） 自宅で生まれたのは…… 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 本当はＮＩＣＵになるだろうけれども、そこまで

はやっぱり、ちゃんと決める必要があります。 
○岡井会長（昭和大学） ＮＩＣＵが退院した子を受け付けないというのは昔からやって

いますよね。あれの意味は何ですか。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 感染症。 
○岡井会長（昭和大学） そうすると、自宅から、生まれた子を受け付けないということ

になりますよ。   
僕、よくけんかしたのです、ＮＩＣＵの先生と。じぶんの病院の患者でも、子どもが

ぐあい悪くなって一たん退院したら受けませんなんて言うから、何を言っているのだと。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） ただ、低血糖だとか黄疸だとか、新生児管理が重

要になりますので、それは多分受けると思います。 
○岡井会長（昭和大学） うん。大分、それは変わってきたでしょう。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 保育器で隔離すると思います。 
○岡井会長（昭和大学） だから、ＮＩＣＵで診た方がいいわけですよね、そういう子は。

一般の救急へ行って、そのちっちゃい子の状況をあんまり診たことがない先生が最初に

診るよりは。逆に、総合周産期センターは、そういう自宅分娩の新生児の子がいて、ぐ

あいが悪ければ、受けますよということを公にちゃんと宣言してもらって、消防庁でも

そういうことを認識して、そういうふうな約束事をつくってもらうということになりま

すか。 
○細野委員（日本大学） 分娩直後のは来るのですよね。それはＮＩＣＵに来るのですけ

れども、この間の事例は、助産師さんが自宅訪問で分娩させて、日齢２で心肺停止にな

ったと。その例が救命センターに連絡が行ったのですけれども。だから、そこの線引き

が非常に難しいので。 
○岡井会長（昭和大学） でも、基本は、２日目だったら、やっぱりＮＩＣＵで診た方が

いいでしょう。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） ＮＩＣＵでしょうけれど、ただ、心肺停止だった

ので、直近に行かれた可能性はありますよね。 
○細野委員（日本大学） 直近は日大板橋だったと。 
○岡井会長（昭和大学） そうそう。直近、だから、そういうセンターがあるわけです、

周産期センターが。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） いや、でも、心肺停止したから、多分まず救急に
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運んだのではないですかね。 
○岡井会長（昭和大学） そうすると、その新生児は、何日までを新生児とするか。自宅

で生まれた子も、新生児の時期であれば、一般救急ではなくて、周産期救急の方でＮＩ

ＣＵの医師が先に診れるような搬送体制にするかということを議論する必要があります

ね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） そうですね。多分、かなりこれは例外的ですけど

も、基本的には、自宅分娩であろうと７日までということだったので、７日以内であれ

ば問題になるのは新生児疾患でしょうから、それはやはり新生児の治療のできる場所に、

ＮＩＣＵに運ぶということで、よろしいんじゃないですかね。 
○岡井会長（昭和大学） だから、受ける方が、感染症の問題があるから受けないとか言

わないで、ちゃんと受けるということを言ってくれて、消防庁はそういう約束事にして

もらえばいいわけですね。 
○山村委員（東京都助産師会） 多分その事例はここに来ていると思うのですけれども、

選定基準が何かあったのですよ。 
○細野委員（日本大学） 単心房単心室ですから。 
○山村委員（東京都助産師会） ええ、そうですね。それでお世話になったかと思います。

出産後は特に異常がなかったということで、突如そういう症状になり行ったところが、

もう大変ぐあいが悪い状況だった。特に、その前は異常がないという報告を受けている

のですけれども。 
○岡井会長（昭和大学） ちょっと待って。今の個別の事例じゃなくて、全般的な話にし

て、新生児期７日以内はいいですか。 
○事務局（飯田） 先生、この事案、ちょっとまた、新生児搬送の事案、ちょっとチョイ

スしまして、搬送部会か何かできちんと議論した上で決定していきたいと思います。今

のところは原則７日間で、コーディネーターの方も、一度退院なさってしまっていたり

とか、そういう新生児案件に関しましては、非常に搬送先を悩むみたいなのですね。新

生児にお願いするのか、小児科にお願いするのかというのは。 
○岡井会長（昭和大学） そうでしょう。 
○事務局（飯田） その辺は、特に新生児の先生方とも合わせまして、搬送部会で、楠田

先生、どうでしょうか、一度検討するというのは。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） わかりました。とりあえず、じゃあ、当面は７日

ということで。 
○岡井会長（昭和大学） それまでにも症例が出てくる可能性があるからね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） はい。やっていただくということでいいのではな

いですか。 
○岡井会長（昭和大学） 暫定的にそう決めておきましょう。またしっかり議論していた

だいて、きちんと決めることにしましょう。 
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○楠田会長代理（東京女子医科大学） ここでは、はい、とりあえず７日ということで、

よろしいかと思います。 
○岡井会長（昭和大学） はい。よろしいですか。 
  じゃあ、この件は終わりにして、ほかにこの集計していただいたデータに関して、あ

るいは未受診妊婦等に関して、ご意見とかご質問とか、ございますか。 
  １，２００万人もいるのですから、東京都は。いろんな人がいるので、漫画喫茶で子

どもを産む人も出てきちゃうのはしょうがないと思いますが、これ、でも啓発といいま

すか、やはり妊娠したらちゃんと医師にかかってくださいよという必要があります。そ

れで、かかっていない人はいろいろ問題が多いとかもわかっている人ですよね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 今、ただ、これ、週１件以上ですよね。幾ら東京

は１，２００万人いるとしても、ちょっとやっぱり、これは。これ、多分、胎児・新生

児にとれば、もう、ほんと、虐待に近いですよね。 
○岡井会長（昭和大学） まあ、ある意味ではそういう見方もできる。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） だから、育児放棄に近いような状況ですから、ぜ

ひこれは、啓発というか、ぜひ、行政としてもやっていただきたいと思います。 
○岡井会長（昭和大学） そうですね。 
  お願いします、渡邊先生。 
○渡邊委員（都立墨東病院） この未受診妊婦さんの話というのが大都市では今非常に問

題になっているというのはこの前の周産期の学会で話題になっていたと思いますけれど

も、やはり札幌市などは、妊娠したら受診しましょうというようなことを、市が、行政

がかなり予算をつくって宣伝したり。やはり、病院にかかると、無料券があっても費用

がかかるということで、かからない方たちが多いのではないかというお話になったので

ございます。 
○岡井会長（昭和大学） いろんなタイプがあるのでしょうけれど、若いうちで、１０代、

しかも１３、１４で妊娠したら、本人が気がつかないというのもあるかもしれないし、

気がついても言えない。人に言えないで、どうしていいかわからないで隠しているうち

に、というのもあるだろうし。お金の問題もあるし、それから、見ると、６回経産とか

８回経産という人は、今までうまくいっていたからもういいやみたいな感じで、なれち

ゃったみたいな人もいるのだと思うのですよね。 
  でも、都の方としても、そういう都民の皆さんにいろんなことを知ってもらって、気

をつけてもらうという啓発みたいなことも力を入れてもらえればと思いますけれども。

医会の方も、医者側も、医会、医学会も、またそれに協力して、皆さんにそういう啓発

活動をするということはやりましょう。 
○町田委員（東京産婦人科医会） 先生、よろしいですか。 
  ちょっと蒸し返してしまうと思うのですけれども、最近は早く退院、お産の後早く帰

してしまうというケースがちょっと見かけるのですけども、１週間以内というのではな
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くて、これは入院している間という形で医療施設内で起こった場合には、一たん退院し

て、３日ぐらいで退院して、それで家庭で何か起こった場合、これはどういった扱いに

したらよろしいのでしょう。つまり、その分娩を扱ったところが面倒を見て、それから

総合に連絡するだとか、そういった形になるわけでしょうか。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 多分、早期新生児期であれば、問題になるのは新

生児の疾患。多分、そうだとすると、脱水だとか黄疸だとか髄膜炎だとか、そういうふ

うになると思います。それはやっぱり周産期センターの方がいいと思いますので。帰っ

た、帰らないもありますけども、早期新生児期生後７日未満というのは、やっぱり新生

児期・周産期にかかわった疾患、例えば母体感染であれば、７日頃に発症することもあ

りますので、やっぱり周産期センターのそういう治療が必要だというふうに思いますけ

れども。 
○岡井会長（昭和大学） その過程で、一たん退院して、その子がぐあいが悪くなったこ

とを、出産した病院に連絡してくることが多いわけですよね。ですから、その連絡を受

けた分娩を担当した病院がこのシステムに乗っかって、周産期センターにまず連絡する

と。周産期センターが、受けられれば受けるし、受けられなければコーディネーターに

連絡する。コーディネーターが探して、近くのところを案内する、と。そういう格好に

なっていくと思うのですね。 
○中林委員（愛育病院） 最近は、産後１週間ぐらいの新生児死亡の中に、先天性の心疾

患とか、致命的な奇形が結構ありますね。そして、最近は、岡井先生方の努力で、ドク

ターの間では、診療所の先生も、かなり胎児スクリーニングができるようになってきた

ので、疑わしい症例は搬送していただいているのですけれども、先ほどの単心房単心室

は、助産師さんの間で、杉本先生がよく節目健診と言っているように、ある一定の時期

に、超音波によるスクリーニングを行ってもらい、大きな児の異常とかをチェックして

もらいなさいという指導をしているのですけれども、今、助産師会の方は、私、実態を

よく知らないのですけれども、どうなっていますでしょう。 
○山村委員（東京都助産師会） 必ず、嘱託医と嘱託医療機関というのを決められました

ので、有床の助産院は絶対にあるのですけれども、出張開業の場合は法律的には必要な

いのですよ。ただ、東京の場合は、大体、連携医療機関と嘱託医を持っています。ただ、

家庭出産を受ける場合は、地域がばらばらなのですよね。ややご自身の近い周辺を受け

ているわけなのですけれども、この場合も、妊娠中に、助産師だけの健診じゃなくて、

ポイント健診と言って節目健診というものを、産科医の先生にお願いしていると思いま

す。 
○中林委員（愛育病院） するわけですね。 
○山村委員（東京都助産師会） しているのです。はい。全くそういう受診がなかったと

いうことではないです。 
○岡井会長（昭和大学） どうぞ。 



 22

○杉本委員（日赤医療センター） 周産期センターとしての受入と、子ども救命センター

というのが今度四つ指定されましたよね。そこの境目を結局どうするのだという議論だ

というふうに思うのですよね。日大板橋、細野先生のところは、両方、一応センターに

なっていますよね。だから、内部でどういうふうな守備範囲のすみ分けといいますか、

受け皿になるところを、先ほど細野先生は一番問題提起されていますけれども、どんな

ふうな内部でのお考えでやっていらっしゃるのでしょうか。 
○細野委員（日本大学） そのために東京消防庁の一般通報の取り扱いをちょっとお聞き

したのですけれども、基本的には我々生後７日まではＮＩＣＵで受けると。これ、退院

した子も今までずっと受けていますので、そういう形で今内部調整はしているのですけ

れども、この間その事例があったので、そうするともう、救命センターに連絡があった

やつはもう小児でやろうかという話にもなってきてしまっているので、その辺はもう、

７日で我々は分けたいと思っているのですけれども。 
○川上委員（日赤医療センター） 日赤医療センターの川上と申しますけれども、施設、

施設によってやり方はいろいろあってもいいと思うのですけれども、うちの病院でも、

小児科の外来に来る子、７日前後で来る子、いますよね。全部が全部、入院が必要な子

ではないわけですね。ですから、さっき退院した子はとらないと言っていましたけれど

も、そんなことは決してないですよね。昔はそういう時代があったかもしれませんけれ

ども、今は、生後１週間を過ぎている子でも、小児科でとるか、新生児でとるか、疾患

によって新生児期は決めておりますので。 
  ですから、基本的にはもう病院に来てくれれば、小児科の外来であろうがＮＩＣＵで

あろうが、どちらでも構わないと思うのですけれども。 
○細野委員（日本大学） ちょっと、今の議論のところは救命の話なので、重症なやつな

ので、救命センターに直近で入っちゃうと、救命から今度ＮＩＣＵに移るのが非常に、

集中治療が、そっちで救命の先生と小児科医が始めちゃうと、移すタイミングがなくな

ってしまうので、そこでもう、最初からＮＩＣＵに入院させてほしいというところで、

今、救命とは話をしているのですけれども。そのときに直近で入ってしまわないように、

消防庁の方で、どこの線引きでコールされているのかというのをお聞きしたというとこ

ろが本音なのですけれども。 
○岡井会長（昭和大学） はい。だから、両方あるのですよ。消防庁の方でもある程度決

め事をつくって、それに従ってやってもらうということも大事だけれども、病院は病院

として、一つの病院の中ですから、何か間違って隣の部署へ行ったら、まあスムーズに

転科できるようなシステムを、病院で考えてもらわないといけないことになると思うし、

病院側としては、こういう場合はこうしてみようと。 
○杉本委員（日赤医療センター） ただ、制度上、母体救命の場合でもそうなのですけれ

ども、救命センターは、院内症例は、それは点数がつかないのはとらないのですね。要

するに院内で重症になったのは。ですから、母体救命でも、窓口は救命救急の方で受け
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て、それで問題がなければ周産期の方へ移るというようなのをメーンのルートにしてい

るわけで、一たん周産期センターの方に入院した症例が重症化しても、これは院内のＩ

ＣＵ症例になって、母体の救命救急の方のケースとしては扱えないという、そういうル

ールがあるのですね。 
○岡井会長（昭和大学） 診療報酬の問題ですか。 
○杉本委員（日赤医療センター） そうです、そうです、診療報酬の問題で。だから、そ

の辺が、相互乗り入れのような形にならなくて、流れがある程度救命優先の流れになる

ということは、ならざるを得ないところが一つはあるとは思うのです。 
○岡井会長（昭和大学） そういうことが何らかの影響を及ぼすことはあるにしても、そ

れはプライマリーの問題ではないので、やはりスムーズに患者さんの診療を、最適な機

関でできるということを優先に考えて、その診療報酬の問題は次のステップとして、何

とか余り損しないように配慮するということですかね。 
○増田委員（東京消防庁） 先生、先ほどの重症案件でしたら、やっぱり、今、うちのＭ

Ｃ協議会で決めていただいている搬送基準でいきますと、救命センターにというのは、

これ、大原則なのですね。したがいまして、今、細野先生がおっしゃったように、とに

かく生後７日までは総合の方に運ぶということになりますと、これはちょっと、また搬

送部会の方で、じゃあ、もうとにかく７日というところで基準にして、運び方を決めま

しょうということにした後に、またＭＣの方にかけて、じゃあ、東京都についてはこれ

で行きましょうというふうに決めないといけないかと思います。 
○岡井会長（昭和大学） ＭＣにかけなくちゃいけないの？最終的には。 
○増田委員（東京消防庁） そうですね。その場合は、ちょっとまだ、まず、細野先生の

ところにあった事案に関しても、ちょっとこういう例が実は起こっていると。これに関

してはこちらに運んだ方がいいのだということを、搬送部会等でちょっと検討してから

がよろしいのではないかと思います。 
○岡井会長（昭和大学） はい。じゃあ、搬送部会でしっかり検討してもらうと。しかし、

結論が出るまでは、今言ったように暫定的にそうしておきましょう。その間に起こった

人はどうしていいかわからないのでは困るので、７日以内は新生児という扱いで。いい

ですか。 
  ほかに、コーディネーター実績報告の件ということですが、よろしいですか。 

（了承） 
○岡井会長（昭和大学） それでは、次の方に行きます。これで協議事項が一応終わりに

なりますかね。 
  次は報告事項になりますが、多摩新生児連携病院の指定等、幾つかまとめて、飯田課

長の方からご報告願えますか。 
○事務局（飯田） はい。ありがとうございました。 
  じゃあ、きょうご意見いただいたことをもとに、先ほどの搬送部会の決定事項といた
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しましてご連絡いたします。また、要対協につきましては、担当部署と調整してご連絡

いたすことにいたします。 
  資料６以降が報告事項でございます。 
  まず資料６をごらんいただきたいと思います。「多摩新生児連携病院がスタートしま

す」ということで、これ、既に連携病院になっている病院に新生児をより強化していた

だける多摩のエリアの連携病院を指定しておりまして、このたび共済立川病院が指定さ

れておりますので、ご報告申し上げます。 
  次に、整備計画の策定の途中経過でございますけれども、資料７でございます。 
  整備計画策定部会におきましては、計画の構成から内容について、３回にわたりまし

て、本当にタイトなスケジュールでご議論いただいております。整備計画の内容を、

「はじめに」と「現状と課題」、「整備計画」の内容で（１）から（９）の課題がござい

まして、それぞれ東京都における周産期医療体制で周産期センターの定義、機能、役割

などとか、あとＮＩＣＵ３２０までのロードマップであるとか、オープン、セミオープ

ンなど、連携システムであるとか多摩地域の強化、それから搬送体制、ＮＩＣＵの退院

支援のこと、人材育成、周産期情報のこと、それから、都民の普及啓発のことなどにつ

いてご議論いただいております。 
  第１回、第２回、第３回と議論を重ね、７月２０日にはおおむねの先生方のご意見は

まとまりまして、その後私ども文章を書いておりまして、今、庁内調整で、特に企画、

経理の部署と調整中でございます。また、今後、周産期医療協議会でさらにそれをご報

告したいと思っております。 
  それにあわせまして、実態調査を行いました。それが資料８でございます。いわゆる

計画策定に基づくデータ並びに実態の把握というのも必要になっておりますので、この

たび５月の１カ月をかけまして調査いたしまして、最終的に回収できたのが６月末にな

ってしまいました。が、先生方のところには、ご協力いただきまして本当にありがとう

ございました。周産期センター等については回収率が１００％、一般病産院ですと８

０％程度ということで、全体的には８０％ぐらいの回収をさせていただいております。 
  調査結果でございますけれども、概要ですが、２ページ目、医師の診療体制、いわゆ

る医師の数でございます。左が産科ですけれども、産科の医師、常勤の産科医・産婦人

科医で、分娩を取り扱う先生方の数というのは全数で７８４名、分布としては、周産期

センターなり一般病産院に多いことがわかりました。 
  後期研修医は、分娩を取り扱うということで、１３０名いらっしゃいますけれども、

周産期センターなどに多く配属されております。 
  それから、４番でございますけれども、１施設当たりの分娩を取り扱う産科・産婦人

科数です。非常勤の場合はダブルカウントがありますので除いておりますけれども、例

えば周産期センター・ネットワークでは、１施設当たり１６．２名の産科の分娩を取り

扱う先生がいらっしゃるということです。 
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  一方、右側ですけれども、新生児を行う小児科の先生方は、常勤では３９６名で、周

産期センター等に半分以上いらっしゃいます。後期研修医は９６名で、産科と比べて少

ないのですけれども、周産期センターに多くいらっしゃいます。 
  １施設当たりの新生児を診る小児科の先生でございますけれども、１１．５人という

ことでございます。これは、新生児を診る小児科の先生でありまして、新生児のみの専

任になりますと、より少なくなっているのが、（３）小児科医数一覧というので、斜体

で書いてあるのが新生児の専任医師の数でございます。 
  次のページでございますけれども、常勤医の分布を示しております。産科で分娩を扱

う先生方が１施設当たり何人いらっしゃるかというところですけれども、施設によって

は常勤医２名で産科をやられている病院もありますし、２６名の分娩を取り扱う先生方

がいらっしゃる病院まで分布が広がっているということですが、人数としては７名ぐら

いが多いということでございます。 
  一方、新生児を扱う小児科の先生でございますけれども、これも２名から２７名の分

布がありまして、中間的な数としては、五、六名あたりが多くなっております。これは

新生児を診る小児科医でございますけれども、連携病院になりますと、新生児専任の先

生はいらっしゃらないので、周産期センターで新生児の専任医師の分布を見ますと、０

から１５名ということで、一番多いのが６人ぐらいいらっしゃるということです。 
  ③ですけれども、これが新生児を診る小児科の先生と新生児専任の数ですけれども、

例えば周産期センターでございますと、２１６人の常勤の新生児診療を行う小児科の先

生がいらっしゃるのですけれど、うち１２２名が新生児専任医であるというようなこと

がわかりました。 
  次に、助産師・看護師さんの体制でございますけれども、助産師さんの１施設の産科

部門の数ですけれども、１施設当たり、例えば周産期センター等でございますと、４３．

６人の助産師さんがいらっしゃる。一方、新生児部門の助産師さんはというと、周産期

センター等では８．７人ぐらいになります。 
  次のページでございますが、一方、看護師さんの数ですけれども、看護師の数は、産

科部門では、周産期センターでは例えば１０．８になりますけれども、新生児の方は３

１．３ということで、助産師は産科、ＮＩＣＵ等は看護師さんが多いということがこの

データからわかります。 
  次に、医療連携のシステムですけれども、オープン、セミオープンの実施機関という

のはまだ少なくなっているということです。 
  あと、ＮＩＣＵからの退院支援に必要な項目といたしまして調査したものでございま

すが、療養をする施設や機関と連携を持っているかいないかということでございますけ

れども、周産期センター、連携しているのが６、ないのが１６。退院児のレスパイトの

実施も、やっているところが８、ないところが１２。それから、訪問看護ステーション、

特に新生児対応可能な訪問看護ステーションとの連携は、大体半分半分が、連携してい
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る、していないが、分かれております。 
  入院児支援コーディネーターの配置ですけれども、あるところが３施設でございまし

た。 
  次に、対応可能な分娩で、産科の可能な週数なり、合併症の可否を載せておりますが、

週数におきましては、周産期センターは非常に、２２週から診れるところが多くなって

いるというようなこと。それから、合併対応の可否につきましては、病院ごとにそれぞ

れの特徴があります。 
  右側ですけれども、今度、新生児の方の対応可能な週数でございますが、これも周産

期センターなどでは２２週以上から診れるところが多くなっております。体重ですと、

制限なしなり、３００グラム、５００グラムというのが、周産期センターでは対応可能

になっております。 
  疾患別でございますけれども、それぞれ可否の割合と施設を載せております。 
  次のページでございます。産科の診療内容でございますが、回収率８０％の中で、総

分娩件数、有効な回答をすべて足したものですけれども、全数で８万８，０００の分娩

がございましたが、どこで分娩しているかというと、約４分の３が病院で、４分の１が

診療所で、そして１．５％が助産所で分娩しているというような状況です。週数から見

ますと、正期産である３７～４１週が９４．１％と一番多くなっておりますけれども、

プレタームも５％以上あるというような状況です。 
  週数別の分娩数ですけれども、これを見ますと、例えば周産期センターでございます

と、２２～２３週が６９件として、全体の０．３％です。３７～４１週の正期産が８６．

５という周産期センター等の割合に比べまして、やはり一般病産院ですと正期産が９６．

６と多くなっているというような、やはりこの周産期センターではプレタームを十分担

っていただいているということでございますが、一方で、正期産もこれだけ診ていただ

いているということでございます。 
  次に、分娩の形態でございますけれども、周産期センターでは、経膣分娩が６５．

６％、それから帝王切開が２７．８％ということですが、東京都全体で見ますと、一番

右の合計です、経膣分娩が７３．２％、帝王切開が、下から２番目、１９．５％で、約

２０％が帝王切開です。しかしながら、周産期センターでは３０％ぐらいの帝王切開を

扱っているというのがわかります。 
  次に、院内助産システムですけれども、院内助産を設置しているところは、周産期セ

ンター１、連携病院が１ということでございます。助産外来につきましては、半々ぐら

いで実施しているということです。 
  妊娠合併の管理なり周産期関連の疾患の、特にお母さんの方ですけれども、やはり切

迫早産、それから、４番目のその他の内科合併症、それと１リットル以上の大量出血が

多いということです。妊産婦死亡数も、後でスーパーの死亡例もお話しいたしますけれ

ども、２１年度、周産期センターで５例、その他で２例ありまして、７例が妊産婦死亡
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数として報告されました。 
  次のページが新生児の方の疾患でございますけれども、やはり新生児の疾患として、

重症新生児仮死、それから新生児仮死で入院、あとはＭＡＳ――胎便吸引症候群あたり

が多くなっています。 
  次に、ＮＩＣＵ・ＧＣＵの長期入院児の数ですけれども、入院者数として９０日以上

半年未満が３７名、半年から１年が４１名、１年以上は２２名というふうになっており

ます。ただ、疾患的に見ますと、やはり新生児仮死なり神経・筋疾患なりが特に長期化

するように思われまして、一番下の低出生体重児は、１年ぐらいたてば退院しているよ

うに見受けられます。 
  ハイリスクの新生児の発達予後を例えば追跡して、修正１年半診ているベビーがいま

す。低出生体重児で１，０００グラム未満のベビーですけれども、追跡しているのは１

６６件ございまして、それぞれ修正１年半の時点で、歩ける方が多いということと、言

葉を発する方も多い。それから、全盲の方はない方がいるということ、そして難聴の方

もない方も多い。てんかんもない方のほうが多いのですけれども、やはりこれを見ます

と、ある程度のパーセンテージで何らかの課題を負ったベビーもいらっしゃるというこ

とがわかります。 
  次のページですけれども、分娩をしていない診療所にもアンケート調査いたしました

けれども、例えば３の時間外相談が可否かということですけれども、外来で対応可が１

９．７％、条件つきで外来対応可が１０％というので、３０％は何らかの形で外来対応

できますけれども、その他は電話のみであったり、不可であったりというようなことで

ございます。 
  助産所ですけれども、分娩等の業務で、入院して分娩するところと入院以外というこ

とで、入院がないところということで、半々ぐらいありましたということです。 
  また、その他でございますけれども、電子カルテの導入状況を見ますと、周産期セン

ター等では５０％が導入しておりますけれども、診療所等では導入がないというような

ことがわかりました。 
  このように、周産期医療を担うドクターが根本的に不足しているとか、あと経膣分娩

も含め、センターにいろいろな患者様が集中していること、それから長期入院児への対

応が今後とも必要であるというようなデータが、この辺から、かいま見られました。 
  以上が資料６から８でございます。 
  先生、次はスーパーですけれども…… 
○岡井会長（昭和大学） ここで１回ストップしましょう。 
  ここまでのご報告に対して何かご質問とかございますか、コメントでも。どうぞお

願いします。 
○川上委員（日赤医療センター） １２ページの一番下のハイリスク新生児の予後といい

ますか、下のところですけれども、連携病院で全盲と両側難聴、これは本当なのですか。
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ちょっと信じられない数字だと思うのですけれども。 
○岡井会長（昭和大学） 連携病院、外来追跡数。１，０００グラム未満ですね。 
○事務局（飯田） 全盲あり、なし。 
○川上委員（日赤医療センター） ええ。全盲ありが例えば連携病院だと１９で、なしが

１というのは、何かちょっと、余りに数字がおかしいのではないかと思うのですけれど

も。 
○岡井会長（昭和大学） ９５％ということだね。 
○桜山（福祉保健局技監） これはもう一度ちょっと調査をしてみますが、確かにほかの

数字と比べてこの二つが異常に多いのは、サンプル数の問題も少し影響しているかとは

思いますが、ちょっとやっぱり調査が必要ですね。サンプル数が、連携病院の方が周産

期センターなどに比べると、ちょっと少ないので。 
○事務局（飯田） １病院だけしか答えていないのですよね。 
○桜山（福祉保健局技監） 病院のサンプルも少ないようです。 
○岡井会長（昭和大学） これは答えをそのまま集計して、集計の段階でミスがないとす

ると、そういう答えだったということになりますよね。もう一度、じゃあ、確認しまし

ょう。 
○事務局（飯田） 連携病院の方は、このお答えをいただいている、いわゆる追跡調査を

していただいている病院が１病院しかなかったので、その辺でもう一度聞いてみます。 
○岡井会長（昭和大学） はい。お願いします。 
  これ、全国平均でどれくらいなのですか、今。１，０００グラム未満の１歳半で。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） １歳半で、いわゆる…… 
○岡井会長（昭和大学） すべての日本の統計。今までの。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 何らかの重症神経障害が２５％。 
○岡井会長（昭和大学） でしょう。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） はい。 
○岡井会長（昭和大学） そうすると、何らかはいろいろなものを含めてだから。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） だからそれは、脳性麻痺か聴力障害か視力障害、

その三つを入れると２５％です。 
○岡井会長（昭和大学） ２５％だね、１歳半で。だから、９５というのは、とても考え

られないというふうに思うのだけれども。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） まず、それはそう。うん。ちょっと、これは確か

に反対のような気もしますけれども。ちょっと、書かれた方を確認した方がいいかもし

れません。 
○岡井会長（昭和大学） はい。では、それはちょっと確認してください。今度まででい

いです。 
  ほかに何か質問とかはありますか。 
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  その前に整備計画のことでちょっと話がありましたよね。資料７ですけれども、その

真ん中、整備計画というところの（５）に県境を越えた周産期搬送体制の話が出ていま

す。これはこれから話を進めていこうということなのですが、前に一度、近隣の県の人

たちに集まってもらいましたよね、事務的な話をこれから進めていこうということです

が、今どの辺までその話が進んでいるか、ちょっと教えてもらえますか。 
○事務局（飯田） はい。まだ一度しか集まっていないのですけれども、その一度で情報

交換といいますか、どのくらいのことができるかということで、それぞれの県の事情と

いうか特徴もございまして、なかなかいっせいので開始するのは非常に難しいかなとい

うふうに思ってはいるのですけれども、また情報交換がどこまでできるかということを

調整したいと思います。 
  このたび計画策定におきまして、東京都がこのように記載したいというご意見を伺っ

たときに、各県、特にご反対はなかったのですけれども、県によってはまだコーディネ

ーターにいろいろ苦慮しているところもあるという状況です。 
○岡井会長（昭和大学） わかりました。もちろん、同じ日本国ですから、隣の県であっ

ても受けてあげるというのが基本だけれども、いろんな行政上の手続やなんかもありま

す。きちっと整備を進めましょう。ただし、今までもそうですけれども、東京都は受け

ていますよね、基本的には。県が違うから受けないということはない。その３０％でし

たっけ、去年。県外から来たのは。 
○事務局（飯田） いえ。後でご報告いたしますけれども、搬送におきましては、最近１

０％ぐらいが他県から来る状況です。 
○岡井会長（昭和大学） １０％ぐらいですか。一時期はもっと多かったですよね。 
○事務局（飯田） ＮＩＣＵの利用率を見ますと、平成十五、六年ごろ、２４％が他県の

方がご利用なさっていたと。 
○岡井会長（昭和大学） それぐらいだったね。両方の県なり都なりで、いろいろな情報

も交換し、制度的にも整備を進める。しかし、とにかく、他県であっても、こちらがも

ちろんあいていればですけれども、受けてあげるというのは当然であるということです

ね。 
○杉本委員（日赤医療センター） 隣県との搬送体制については、やはりコーディネータ

ー制度はしっかりしている両県の間では十分できる土台があると思うのですね。そうい

うことでは、一つは神奈川県と東京都というのは、両方、コーディネーターがしっかり

していると。 
  それからもう一つは、東京都にとっては、多摩地区は非常に医療施設が少なくて、弱

いところなのですね。そことの県境が長い神奈川県は、そういう意味でも東京都として

はメリットもあるので、モデル的には神奈川県とのまず隣県とのそういう搬送体制とい

うのを進められたら現実的かなというふうには思いますので、そんなふうに検討してい

ただけませんでしょうか。 
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○中林委員（愛育病院） 先日、産婦人科医会の関東ブロック協議会で産婦人科の医師が

１００名ほど集まって、お互いに検討しました。そして、神奈川は、おっしゃったとお

り、既にコーディネイトシステムができております。それから、千葉もできております。

そして、埼玉が、一部反対があったのですけれども、現在、川口市民病院を中心にやろ

うということに進みつつあるようで、この四つの県に関しては、広域のコーディネート

システムをできるだけつくりたいと思います。そうでないと、その地方の先生が東京の

いろんな総合センターに問合せするということになるので、大変です。地方のコーディ

ネーターから、東京のコーディネーターに連絡が出来ると、一番良いですね。やはりコ

ーディネーター・コーディネーターじゃないと産科医は困るのではないかというお話で、

埼玉でもできるだけ早急にコーディネートシステムをつくってくださいとお話していた

ところです。かくちいきの 
産科医としては、そういう努力をすると思います。 

○岡井会長（昭和大学） ありがとうございました。 
  他県との交流は、向こうがいっぱいで受け入れ先がないからというのと、それから、

その県内よりも隣の県の方が実は近かったというのがあるので、そういうのをどうする

かという二つの事項を整理していかないといけないですよね。 
  じゃあ、そういうことで進んではいるということでいいですか。ありがとうございま

した。 
  では、ほかに、今ご報告いただいた実態調査の成績に関しての質問とかはよろしいで

すか、大体こんなところで。さっきの全盲の話はもう一回調査をし直してもらいます。 
（了承） 

○岡井会長（昭和大学） はい。ありがとうございました。では、次にいきましょう。 
  次が、母体搬送システム実績報告ですね。それとも、次も一緒にやりましょうか。第

１四半期の周産期母子医療センター患者取扱実績を含めて。 
○事務局（飯田） では、資料９から一気にいってしまいますが、資料９は昨年度３月２

９日の周産期医療協議会に報告した後のスーパー事案でございます。 
  例えば５６例目ですと、ベビーの方が残念な結果になっている。６０例ですと、お母

さんの方が心肺停止というような残念な結果があります。次のページ、６月になりまし

て、６５例目ですけれども、ベビーが残念な結果になっているのもあります。６７例目

ですけれども、意識障害で羊水塞栓症の疑いで母児ともに残念な結果になっているとい

うのがありまして、この８月末までに７２例の母体救命がございました。それをすべて

まとめたのが資料１０でございますので、こちらの方でお話をさせていただきますが、

これはスーパーの検証部会で本来ご報告した後にご報告するところですけれども、この

データはいつものデータですのでご報告させていただきます。 
  まず、搬送の種別ですけれども、転院搬送の方が半分以上あるということ。受け入れ

ていただいた病院ですと、３スーパー、三つのスーパー総合が３９例と一番多いのです
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が、スーパー以外の総合地域、連携などでも３３例受け入れていただいています。 
  月別は余り、これはそんなに有意の差がなさそうなのですけれども、８月、６月が多

かったということです。 
  曜日でございます。次のページ、曜日に関しましては、火曜日と金曜日の転院搬送が

多いことが見受けられます。 
  時間別ですとそんなに変わらないのですけれども、転院搬送においては１８時、１９

時、ちょうど夕方の転院搬送が多く見受けられます。 
  重症度でございますけれども、重篤が３６件、重症が１６件と、合わせて５２件ござ

います。７２例中５２件、７０％以上が重篤、重症ということで、適切なスーパー案件

でございます。中にはオーバートリアージであった中等症、軽症もありますけれども、

３０％以下ということで、この程度は当初の計画どおりであったということでございま

す。 
  搬送元の医療機関等でございますが、一般通報ですと自宅が多い、転院搬送ですとク

リニックからの転院が多かったということです。 
  ブロック別で見ますと、搬送元となる、色の薄い方ですけれども、区西北部、多摩部

が多いです。受入先ですと、日赤医療センターがございます区西南部、それから日大板

橋がございます区西北部での受入が多くなっております。また、多摩でも多いというこ

とです。 
  週数です。ちょっと小さなデータで申しわけございませんが、圧倒的に産褥婦の搬送

が多かったので、当初、妊産婦を対象にしていたのですけれども、褥婦が一番多くなっ

ているという状況です。 
  次のページでございます。お母様の方の年齢でございますけれども、３０代前半が一

番多く、次に３０代後半が多いということで、特にこの年代層では色の濃い重篤の方が

多く見受けられます。この折れ線グラフですけれども、参考値までですが、１年間の出

生数とこの全体の利用数を割り返したものですけれども、２０代後半の２５～２９歳が

一番利用率が少なく、そこから中心に両方に高くなっているという状況でございます。 
  お母様の方の転帰ですけれども、多くは退院なさっておりますが、死亡例が９例ござ

いました。 
  児の方の転帰ですが、産褥搬送が多いということで、前のクリニック等で元気で健康

だというのが一番多いのですけれども、中には２２週未満の死亡３例、それから２２週

以降の１０例が、残念な結果になっております。 
  次でございます。お母様の方の疾患でございますが、救急合併症の疾患、いわゆる集

学的医療が必要な脳血管障害なり急性心疾患、多臓器不全がございました。この一番下

のちょっと色が抜けているところが死亡例でございますけれども、救急合併症では脳血

管障害、心疾患、多臓器不全で、２例ずつ、残念な結果になってしまいました。産科特

有の重症疾患としましては、出血性ショック、産科ＤＩＣが非常に多くなっておりまし
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て、出血性ショックでは２例の残念な結果がございます。 
  病院選定時間でございますけれども、約８分ぐらいで病院が選定されております。な

しというのは、転院搬送でもう既に転院先が決まっているものでございます。分布とい

たしましては、５分以内に決まる場合も多うございました。 
  次のページです。１１９番通報がございましてから、いわゆる覚知から病院に到着す

るまでの時間でございますが、平均４３分です。多くはもう５０分以内に到着している

ということでございます。分布を見ますと、転院搬送でも多くは５０分以内ですけれど

も、中には１時間以上かかったものがあります。これ、検証部会でも検証していきたい

と思っておりますけれども、どうしても病院間とのやりとりとか、もう病院が既にスー

パー、１分以内でオーケーをもらっているのですけれども、例えばクリニックなり病院

なりでどこどこ病院に連絡しているから、それを待ってから出発してくださいと言われ

てしまった場合とかもありますので、そういう場合はちょっと時間がかかっているとい

うふうに見受けられます。 
  搬送から病着までの時間でございますが、一般通報では大体４０分ぐらいで、現着か

ら現発までが２０分ちょっと。一方で転院搬送ですと、現着から現発が１９．９分と若

干短いのですけれども、出発してから病院に到着するまでは１６分程度というような状

況でございまして、これは今までデータを蓄積しておりますので、特に残念な結果にな

ったもの、それから時間が若干長くなったものなど、分析していきたいと思いますので、

スーパーの部会の杉本委員のご指導のもと、検証していきたいと思います。 
  次、資料１１でございますが、これが昨年度の患者取扱実績でございます。左の上の

ところが２１年度の総括表ですけれども、要請件数が３，５０９件、うち受入が１，４

８１件でございます。これを割り返すと、大体４２％ぐらいが受け入れているというこ

とです。搬送元ですけれども、やはり一般の病産院が多いです。搬送ブロックでござい

ますが、地域別に見ますと、ブロック内からの搬送が１，４８１件の受入のうち８２７

と、一番多くなっています。先ほどの他県ですけれども、他県が１４２件でございます

ので、受入１，４８１件の約１割が他県から来ているのが母体搬送です。あとは各年度

の比較なり、各病院個別の実績が載っております。 
  次のページがＮＩＣＵの方でございますけれども、ＮＩＣＵの上から四つ目のカラム

の新生児搬送というところでございます。これは要請が１，８７５件、受入が１，４２

２件で、約７５．８％が受け入れられているということでございます。 
  受入実績を見ますと、搬送ブロック内の受入が９３１、他県が１５８と、１，４２２

の１割強が他県から来ているという状況でございます。あとは各年度と病院ごとの実績

でございます。 
  次、資料１２は、今年度、各月報告いただいているのですけれども、４月から６月ま

ての実績をまとめたものでございます。やはり左上の、小さいのですけれども、総括表

をごらんいただきたいと思いますが、要請件数が７９２で、うち受入が４２５で、半分
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強は受け入れていただいているということです。受入が４２５ですけれども他県からが

５１で、これもやはり１割強が他県から来ているというような状況でございます。 
  次のページでございますけれども、これがＮＩＣＵの方です。要請が４３５、受入が

３２７件で、約７５％ぐらい、受け入れていますね。ブロック内が１９１、ブロック外

が１１５で、他県で、産科もそうなのですけれども、産科のときにちょっと言い忘れて

しまいましたが、他県はこの近隣３県は別途詳細なデータをとるように今年度からいた

しましたので、どこから来ているのかというと、新生児でありますと、２１件中１２件

が埼玉県で一番多かったのですね。 
  すみません、産科の方に戻っていただきたいと思うのですけれども、資料１２の１枚

目です、先ほど他県が５１件あるということだったのですけれども、産科の方ですと埼

玉県の２８件、次いで神奈川県の２０件ということで、千葉県よりも埼玉県と神奈川県

が多いというような状況でございます。このような状況になっております。 
  まだこのデータは出ていませんけれども、９月８日付で各センター等にお願いいたし

ました。某大学でアシネトバクター・バウマニによりまして一部救急受入を自粛してい

るということが報道されましたので、その日に既に各センター等にご協力依頼をお願い

しておりますので、ぜひともご協力いただければと思います。 
  以上でございます。 
○岡井会長（昭和大学） はい。ありがとうございました。 
  二つ、あります。スーパー母体搬送の集計と、それから、いわゆる毎度やっている年

度ごとの搬送、全体の集計、統計ですが、ご質問とかご意見とかはございますか。 
  お願いします。 
○杉本委員（日赤医療センター） 取扱実績の方の受入件数、要請件数の読み方の誤解を

受けないようなことが少し必要かなというふうに思いますので、ちょっと言いたいと思

いますけれども。 
  １施設では、要請件数が何件で受入件数が何件と、これは意味があると思うのです。

ただ、全体として受入件数が何件、要請件数が何件といったときに、要請件数は同一症

例の重複が入ってしまうのですね。ですから、足し算で全部各施設を足しますと、これ、

結局は、例えば産科の場合は受入１，４８１で要請３，５０９といったときに、実際の

件数は他県に行ったのはごく一部だとは思うので、１，４８１に近い数の要請件数だっ

たと思うのです。ですから、その部分だけ何件かダブったことがこうした３，５００の

数にはなっているのではないかと思うので、この要請件数ということの実態の読み方が、

誤解を招かないような形に、もう少し工夫していただきたいなと思います。 
○岡井会長（昭和大学） 杉本委員が言われたとおりで、搬送された患者さんは、受け入

れられる数に大体合っていると思うのだよね。その人たちが実際要請していると。しか

し１回で決まらないから、何回も要請して、場合によったら１人で３回というか、コー

ディネーターがお願いしたと。それで電話がかかってきたら、総合周産期が１回電話を
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受けたら、それは１回の要請になっているわけだから。場合によったら、１人の患者さ

んで５回ぐらいいっている人もいるかもしれないので、この辺の集計の仕方はどういう

ふうにするかというのは、ちょっと考えた方がいいかもしれないですね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 確かに要請件数というと多少誤解があるかもしれ

ませんけれども、この差が結局…… 
○岡井会長（昭和大学） 電話回数だよね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） そうです。この差が結局皆さんが苦労して搬送先

を探した数なので、データとしては非常に重要で同じです。だから入院数が１，５００

ぐらいだとしても、この要請件数は少し減っているのですよね。ということは、それだ

け良くなった。 
○岡井会長（昭和大学） 前よりはちょっといいのですよね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） 前よりいいという。だから、そういうことをあら

わすので、貴重な数字なのですけれども、同じ要請件数となると、誤解を生じるかもし

れないので、そういう意味合いだというのを、ちょっと追加で書いておけばいいですね。 
○中林委員（愛育病院） これはコーディネーターがどこがあいているかを聞いてくださ

っているので、何件もかけずに早く搬送先が決まります。そうすると、この問合せの数

が搬送実数の２倍以内ぐらいになっていけばシステムとしては大変いいのではないかと

思います。昔はたしか情報が、搬送数の３倍ぐらい×戻いなるのですが、実際にはほと

んどの症例が都内で何とかおさまっているという感じでした。最近はコーディネーター

が効果的に早く探してくれているということを示すのではないかと思います。 
○岡井会長（昭和大学） そうですね。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） だから、貴重な指標ではあるのですね。 
○岡井会長（昭和大学） そうなのですね。だから、要請「件数」が悪いのか、要請「回

数」にしたら、それは誤解は生まないかもしれないね。言葉だけの問題ですけれども。

意味は、皆さん大体わかってはいるのですけれどもね。 
○杉本委員（日赤医療センター） あと、もう一点よろしいですか。 
○岡井会長（昭和大学） お願いします。 
○杉本委員（日赤医療センター） スーパー母体救命のシステムとコーディネーター制度

のシステムの稼働が始まったので、恐らくその前のときには、常に選定困難事例として

何時間も決まらなかった事例というのが報告されたのですが、それはもう全くなくなっ

たというふうに理解してよろしいわけですね。これは救急隊の方にちょっと確認のため

にお聞きしたいと思いますけれども。 
○岡井会長（昭和大学） この資料１０は全部入っているわけですよね。２１年３月にス

タートしてからの。 
○事務局（飯田） はい、スーパーは。 
○岡井会長（昭和大学） スーパーはね。その中で、５ページの１４、病院選定時間、と
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っても長くかかっているやつがあるではないですか。これって、前に部会で検討したや

つですか。その後出たのではないですか。 
○事務局（飯田） 部会で検討したのもありますし、今年度に入ってから長いのがありま

す。 
○岡井会長（昭和大学） また、時間がかかったのがあるのですか。 
○事務局（飯田） 決まっているのですけれども、待ってくださいと言われているものが

ありました。 
○岡井会長（昭和大学） そうか。さっき言っていたやつね。 
○事務局（飯田） はい。もう、四十何分そこで。 
○岡井会長（昭和大学）搬送元がこのシステムに依頼をしておきながら、別に単独の病院

と連携をしていて、そちらの話が決まるかもしれないからというので、システムに乗っ

て患者さんを運ぶことが実行されるまでに時間がかかってしまったという、そういうこ

となのですね。そういうのがある。 
  今、杉本委員が言われたように、特別、時間がかかったやつとかなんかは個別にやは

り検討しましょう。これは部会でやるのですよね。 
○事務局（飯田） はい。 
○岡井会長（昭和大学）そこの改善を目指すということでいきたいと思います。 
  ほかには何かございますか。お願いします。 
○楠田会長代理（東京女子医科大学） あと、スーパーの方なのですけれども、かなり産

褥の方もいらっしゃるのですけれども、でも、やっぱり早産に当たるような方もいらっ

しゃるので、このスーパーは母体優先で、新生児、胎児はもうセカンドベストなので、

多少不幸な結果の方もある程度仕方がないかなというふうに思うのですけれども。これ

はまた杉本委員の方で検討していただけると思いますけれども、何か我々新生児側でや

れることがあったかどうかというのをまたご検討いただければと思います。 
○岡井会長（昭和大学） それから、オーバートリアージをとにかく心配していた、これ

が多くなるということで心配していたのですが、それほど多くないと。３０％は許容範

囲だということですが、アンダートリアージの問題もあるのですね。それをちょっと、

お話をもらえますか。 
○事務局（飯田） はい。実は事後スーパーといって、全部まだ私の方にご報告いただい

ていないのですけれども、病院によってはスーパーの報告と同じように、事後スーパー

の報告が送られてきています。その中には、やはり相当な重篤なり、残念な結果になっ

たデータも、昨年度は３件、今年度に入っても１件ございますので、その辺もあわせて

検証しないといけないというふうに思っています。 
○岡井会長（昭和大学） はい。ありがとうございます。ですから、まずそれの報告を、

最終的には連携病院、スーパーでなくても総合かどこかに行っていると思いますので、

そういうところに、本来ならば母体救命搬送システムに乗るべきであった症例があった
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ときに報告してもらうということを、また改めてお願いをしておきましょう。 
  事例としては報告してもらった症例は、搬送のシステムの観点から検討するのととも

に、学会レベルでは症例として、病態とかそういうものをきちっと検証して、医学的に

救命できる率を高めていくという、そちらの方のこともやらないといけないので、今こ

ちらでは搬送システムでの問題点だけ抽出しようとしていますけれども、実は学会の周

産期センターの方から東京都に依頼が来ています。せっかくこういうのでやっているの

で、その症例の詳しい病態等、医学的な問題に関してもデータが欲しいというのが日本

産婦人科学会の周産期委員会からの要請ですので、ぜひ、それにも私は協力していきた

いと思います。そのためには、病院からデータを出してもらわないといけないですね。 
○中林委員（愛育病院） 東京と大阪と神奈川ですね。この三つを中心に、とりあえずや

りましょうということですね。 
○岡井会長（昭和大学） 最初にまずその三つをやろうと。 
  お願いします。 
○竹下委員（日本医科大学） 今の母体救命のことなのですが、受入までにかかった時間、

あるいは搬送先決定までにかかった時間と何か予後あるいは転帰との相関というのはあ

りますでしょうか。 
○事務局（飯田） あんまりそういう観点では分析していなかったのですけれども、死亡

例に関しましては、ちょっと私の方で、私が勝手にというか見たのですけれども、逆に

死亡例の方が早いですね。急いでいらっしゃるのかもしれないですけれども。どちらか

というと、スーパーかスーパーじゃないか迷っているから時間がかかってしまったみた

いなのがとっても長くかかっているのに多いように見受けられますが、これもあわせて、

検証部会でもう一度先生方のご意見を伺わなくてはいけないと思っています。 
○岡井会長（昭和大学） どうぞお願いします。 
○杉本委員（日赤医療センター） いいですか。死亡例についてですけれども、９例死亡

があるのですけれども、この剖検率というのがつかめていますでしょうか。できるだけ

剖検をとって死因を究明するということが、先ほど言われた学会レベルの話にはなるの

ですけれども、そうした積み重ねが非常に重要かと思いますので、その確認をお願いし

たいと思います。 
○岡井会長（昭和大学） そういうこともあわせて、またしっかり調査をしていかないと

いけないですね、一つ一つ事例を。 
  ほかに何かございますでしょうか。ちょうど時間がぴったり、いい時間になったので

すが、全体を通して何か言い残したこととかがあれば、ご質問でもよろしいですが、よ

ろしいですか。 
（なし） 

○岡井会長（昭和大学） はい。それでは、きょうの議題はこれで終了しました。最初に

協議事項で上げたことは、事務局の方の提案どおり承認していただいたということにし
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ます。ありがとうございました。 
  それでは、事務局の方にお返ししますので、よろしくお願いします。 
○事務局（飯田） 先生方、どうもありがとうございました。これで本日の議題は終わり

ましたけれども、先生、長い間ご議論いただきまして、ありがとうございました。コー

ディネーターとかまたスーパーについては、部会でさらに検討を進めていきたいと思い

ます。また、現在調整中の整備計画については、再度協議会を開催しまして計画案をお

示しし、ご議論いただきたいと思います。日程は大体１０月の中旬以降を考えておりま

す。またこの作業を行う間に、もう既に私の方から先生方にいろいろご意見をいただい

ておりますけれども、さらに伺うこともあるかと思いますので、ぜひ、またご教示いた

だければと思います。 
○桜山（福祉保健局技監） 先生方、本当にきょうは貴重なご意見をありがとうございま

した。きょう出ておりました、例えば退院したりして自宅におられる新生児の搬送の問

題ですとか、あるいは未受診の妊婦さんの問題をどうするかということなどについては、

これから私どもいろいろ検討を重ねてまいりたいと思っております。またその中で先生

方に個別にご意見を伺うこともあろうかと思いますが、よろしくお願いいたします。本

日は大変長時間にわたりまして、ありがとうございました。 
（閉会 午後８時３７分） 


